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3・11東日本大震災の重層的な被害（地震、津波、福島第一原発の
メルトダウン、放射性物質の拡散）は東北 3県の沿岸地方の広範に
わたり、被災住民の生活世界が「根こぎ」１）にされました。一般
にそのような大災害は、日常生活における「平常時の社会的構図
や分裂がことごとく崩壊すると、［中略］大多数の人々が兄弟の番
人になろう」とし、「目的意識や連帯感」を基に「パラダイスに戻
るドアにもなりうる」２）と一群の被災学者は言いいます。確かに
3・11にあたって、かつてない規模で国内外の震災救援が行なわ
れ、全国各地からのボランティアが被災地に敏速に集結して、地元の人びとと協力体制を
整えたのです。しかし、大混乱のさなか、行政の対応や救援活動において平時に隠されが
ちな社会的歪みは崩壊せず、かえって際立つようになりました３）。
遠藤さんと竹信さんのご指摘の通り、その歪みとは、生きて行く上で女性、セクシュア
ル・マイノリティ、高齢者、「障害」者、外国人等々を息苦しくさせる現在の社会秩序を維
持する仕組みに由来しているものです。大惨事から 2年が経とうとする今もなお、そうし
た「見えざる」被災者の存在には社会の眼が背けられつづけているように思えます。今回
のシンポジウムのねらいの一つは、その状況を生み出してきた社会的排除を見据えつつ、
経験や知恵を出しあって新しい支援像や社会的関係のあり方を多面的に検討するところに
あると思います。本稿では、被災支援を考えてきた 4人の報告者をヒントに、復興を「マ
イノリティ」主体の観点から考えていきます。
──「被災者」と「マイノリティ」
細谷さんの報告では、被災者との関係を考える上で「ローカル」「向き合う」「語り直す」
という示唆に富んだキーワードが提起されています。自らの支援体験から、マスコミが作
り上げた言説的な「被災者」像と、彼が実際に被災地で出逢った生身の被災者との間に、
大きな「隔たり」があることを痛感しています。本当の支援とは、計り知れない体験をも
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つ者、要するに「向こう側」にいる「他者」と時空を共にし、耳を傾けつつ向き合って互
いに語り直すことで、接近し合うという新しい関係づくりだと、細谷さんは言っています。
その「他者」を代弁することなく、顔が見える関係で学び合う、学び直すという内発的な
姿勢でしょう。少なくとも、私はそのように理解しました。
細谷さんは、話を聞くことの大変さと重要性を主張しています。1995年の阪神大震災に
おける「障害」者とボランティアの関係を追ってきた佐藤恵は「聴くこと」を一つの「営
み」として捉えています。被災者が自分の話が聴かれることで、「自分も見捨てられていな
い」し、聴かれる価値のある存在だというメッセージを発することになります。一方、話
を聴くという行為自体は「支援者」を変える契機にもなると４）。被災体験の「分からなさ」
を土台に新しい「支え合う」という応答関係を編み出していくというプロセスですね。支
援の基本はここにあるのではないかと私も思います。
この「分からなさ」を、科学哲学者のM・ポランニーは「パーソナル・ノーレッジ」５）と
呼びますが、ローカル・ノーレッジとも言えるでしょう。これは、ほぼ伝達不可能な「体
験知」（あるいは「身体知」）に基づいた「つき合い」から生まれてくる相互認識に近いもの
なのかもしれません６）。この隔たりをある種の異文化として捉えれば、広義の自・他関係
にもつなげられるし、「マイノリィティ」「マジョリティ」の範囲を越えると思われます。
とはいえ、実際のところ、被災者も一枚岩ではなく、そちら側のなかにも同様の隔たり
が見受けられ、震災時にさらなる差異化と線引きが行なわれうると、阪神大震災の試練も７）
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住民数及び被災死亡率 障害者手帳取得者数（2011年3月1日現在）と障害者手帳者の被災死亡数（2012年2月末）及び死亡率
市町村名 住民数 死亡者数 障害者合計 身体障害者 知的障害 精神障害
2011年 2012年 住民 手帳者 死亡者 死亡率 身体障害 死亡者 死亡率 療育手帳 死亡者 死亡率 精神保健 死亡者 死亡率
3月1日 3月6日 死亡率 数計 数計 者手帳 数計 者数 数計 福祉手帳 数計
者数 者数
気仙沼市 73,154 1,030 1.4% 4,224 138 3.3% 3,336 131 3.9% 605 4 0.7% 283 3 1.1%
南三陸町 17,378 565 3.3% 942 125 13.3% 735 113 15.4% 136 5 3.7% 71 7 9.9%
石巻市 160,394 3,182 2.0% 7,683 402 5.2% 6,089 351 5.8% 1,105 28 2.5% 489 23 4.7%
女川町 9,932 575 5.8% 520 81 15.6% 432 66 15.3% 63 4 6.3% 25 11 44.0%
東松島市 42,840 1,047 2.4% 1,967 115 5.8% 1,550 102 6.6% 292 8 2.7% 125 5 4.0%
松島町 15,014 2 0.0% 744 5 0.7% 616 5 0.8% 100 0 0.0% 28 0 0.0%
利府町 34,279 45 0.1% 1,017 0 0.0% 782 0 0.0% 173 0 0.0% 62 0 0.0%
塩竃市 56,221 31 0.1% 2,845 0 0.0% 2,325 0 0.0% 355 0 0.0% 165 0 0.0%
七ヶ浜町 20,353 70 0.3% 875 8 0.9% 719 8 1.1% 122 0 0.0% 34 0 0.0%
多賀城市 62,990 188 0.3% 2,271 17 0.7% 1,772 16 0.9% 322 1 0.3% 177 0 0.0%
名取市 73,603 911 1.2% 3,453 76 2.2% 2,810 68 2.4% 365 4 1.1% 278 4 1.4%
岩沼市 44,160 182 0.4% 1,732 14 0.8% 1,333 10 0.8% 272 3 1.1% 127 1 0.8%
亘理町 34,795 257 0.7% 0 － － － －
山元町 16,608 671 4.0% 912 54 5.9% 687 45 6.6% 139 3 2.2% 86 6 7.0%
仙台市※ 543,345 651 0.1% 0 － － － －
沿岸部計 1,205,066 9,407 0.8% 29,185 1,035 3.5% 23,186 915 3.9% 4,049 60 1.5% 1,950 60 3.1%
出典：JDF東日本大震災・被災障害者総合支援本部ホームページより作成。
注１）※仙台市の人数は、すべて太白区、若林区、宮城野区の合計数（仙台市と亘理町の障害者手帳死亡者数は不明）。
注２）「手帳者数合計」は、３つの手帳者数の単純合計で、一部重複がある。
表1　宮城県における住民死亡率と障害者手帳死亡者数及び被災死亡率（日本障害フォーラム作成）　
今回のことも教えてくれます。避難所生活における隔離と放置、被曝住民の排除、性的役
割分担の強化とセクシュアル・マイノリティへの無理解と同調圧力、高齢者や「障害」者
のニーズを配慮しないで一律の「平等」主義的原理に徹する行政的な取り組み、外国人に
対する被災補償金の不払いや仮設住宅の入居拒否、景気後退に伴う貧困化等々、災害時の
さまざまなしわ寄せは、平時において「マイノリティ」化されてきた者へ収斂され、彼・
彼女らは「被災弱者」として二次、三次の被害に見舞われます。
震災による死亡率はこうした不均等な関係を浮き彫りにしています。男女の死亡率に大
きな差はないようですが、60歳以上の高齢者は総死者数の64％強を占めています８）。
「障害」者では、3・11の時点で宮城県の「障害」者手帖を持った者は29,000人で、全県
民の2.4%に過ぎなかったのに、震災による総死亡者（9,407人）の11%（1,035人）を占めて
います（表を参照）。女川町だけで見ると、「健常」者の死亡率（5.8％）より身体「障害」者
のそれ（15.3%）は2.6倍にもなり、精神「障害」者の死亡率（44.0％）は7.6倍までになりま
した。その大きな原因として、多くの高齢者や「障害」者の逃げられない、逃げ遅れた状
態があるとしても、沿岸の地方自治体の「マイノリティ」向けの総合防災計画や福祉サー
ビスの不充分さという構造的な要素も無視できないでしょう。
天野誠一郎さんは脳性マヒで、車イス生活を東京の国立市で送っています。3・11に際し
て「直接の被災者ではない」彼は、「被災地の人々に対して何ができるか」９）と思い悩んだ
挙げ句、遠く離れた被災地に駆けつけるのではなく、ローカルな視点に立って地元の民間
団体とともに後方支援することを決断しました。その中には防災会議への参加もありまし
た。2004年以来、国立市は「障害」者の強い要望に応じて、市の防災計画の一環として
「災害弱者ワーキング・グループ」へ当事者の参加を受け入れているのです。
天野さんやその周囲の人びとは、「障害」をもった被災者のために国立市で避難所を設け
ながら、防災会議にも力を入れて「地域での共生できる基盤」10）をつくる活動を続けまし
た。これは細谷さんの問題提起ともつながる、もう一つの有意義な支援のあり方と言える
でしょう。仙台市などでも似た取り組みがありましたが、残念ながら沿岸部にはそのよう
なものがほとんどみられなかったようです。
──「マイノリティ」主体とは
遠藤さんは、当初、被災支援を目指した社会的包摂サポートセンターが「よりそいホッ
トライン」を開始し、その 3ヵ月後、厚生労働省の監視下に36地域センターからなる全国
組織に切り替わったことを報告しました。そこで中心的な役割を担うのが、専門家ではな
く、400近いNGO・NPOなどの民間団体や自助グループで活動する電話相談員です。相談
員は「同行支援」もやり、素人に等しい仲介者と見てよいのでしょう。
「寄り添う」を切り口に上からも下からも同時並行的に作られたこうした柔らかい救援制
度は興味深いものです。「マイノリティ」も含めて社会的排除に悩まされるさまざまな被災
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者が、どうにかして自信を取り戻して立ち直り、徐々に自分の力で生活を回復していく道
筋をサポートするということだと思います。遠藤さんの報告は、政府の監視下、民間団体
と行政をつなぐ大きな支援体制という外部の力に頼るモデルを前提としており、細谷さん
にとってローカルの場に根ざした「支え合う」関係とは違うような気がします。しかし、
細谷さんと同様に、「マイノリティ」「マジョリティ」という二分法的な捉え方に限定して
いない点で共通の認識が感じられます。
さて、議論を元に戻して、「障害」者という「被災弱者」の事例を取り上げ、その主体的
復興支援のあり方を考えたいと思います。というのも、どんな深刻な社会的排除であろう
と、その裏面には、被災地から湧いてくる「希望の復興」へのまなざしは必ず潜んでいる
からです。
「障害」者主体とは、「障害」者のみからなる自助グループの自立活動という意味ではあ
りません。むしろ、細谷さんの示唆に沿って、被災当事者の状況を見据え、その自己決定
能力を尊重しながら、「障害」者と「健常」者が接近し、互いの異質性を確認して「支え合
う」「鍛え合う」11）協力関係を作っていくものだということを提起したいのです。佐藤恵の
言葉を借りれば、そこで生まれてくる「弱連結ネットワーク」12）は、双方がそれぞれ自ら
の体験や当事者性に立ち向かい、双方の立場を相対化した上で築かれるものです。後で触
れるように、結局、これは遠藤さんが提起している「柔らかい」支援づくり構想と重なる
ところもあるかと思います。
なお、その捉え方の前提となるのは、「障害」者とは、本質的な存在でなく、「健常」者
中心社会のなかで作り出されてきた「相対的・関係的概念」であり、あくまでも社会通念
であるという共通認識です。問題の所在が「障害」者、「健常」者双方をつなぐ関係にある、
ということです13）。また、社会通念で仕分けられてきたそれぞれの「障害」グループの中
には多様な人生やニーズや関係性を持った人びとがいる、という認識でもあります。
ここでいう弱連結ネットワークは 3つのレベルで考える必要があると思います。①被災
した沿岸コミュニティという「現場」、②被災地の地方都市にある救援本部、③大都市を中
心とした全国的組織です。「マイノリティ」主体の根幹は、ローカル・コミュニティの営み
にありながら、被災地と全国ネットワークをつなぐ各地方都市の救援本部がその体制の枢
軸をなしています。3・11以降、もっとも目立った地方救援本部は仙台市に集中しており、
以下、その二つを取り上げて「マイノリティ」主体の復興の外郭を描いてみたいと思いま
す。
── 宮城本部のろう者の取り組み
南雲さんの報告にあったように、東北3県の聴覚障害者（以下、ろう者）は、大きな被害
を受けました。音声のみの警報が聞こえなくて津波に気づかず、逃げ遅れたろう者も数多
くいました。NHKの調査によると、3県で、ろう者の死亡率（2%）は「健聴」者（以下、聴
281
和光大学現代人間学部紀要　第6号（2013年3月）
者）のそれ（1.03%）の約 2倍で、宮城県だけで、その割合（4.65%）は4.5倍にのぼったの
です14）。
2012年 8月に私は「みやぎ被災聴覚障害者情報支援センター」15）の仙台事務所を訪ねて、
事務局長の庄子陽子さん（手話通訳士）のお話を聞きました。庄子さんはもともと「宮城県
手話通訳問題研究会」（宮通研）のメンバーとして、初動から被災支援に関わった方です。
震災の翌日（2011年） 3月12日に「宮城県ろうあ協会」と宮通研は「東日本大震災聴覚障
害者救援宮城本部」（以下、宮城本部）を立ち上げました。庄子さんは当初、安否確認の名
簿作成を担当し、その後、ボランティア班の組織化につとめたのです。同年 8月に宮城本
部の事務局に入りました。
宮城本部の設立後、全日本ろうあ連盟は東京で救援中央本部を設置し、その前後に各県
のろうあ協会も同様の救援組織をおきました。中央本部や他県の救援本部は、宮城本部と
綿密な連絡をとりながら、物質配達と資金募集に専念し、宮城の指示に従って、地元のニ
ーズに呼応しました。緊急な課題の一つは手話通訳者の不足でした。当時、県内の通訳士
は60人ほどいましたが、被災者が多く、活動できたのは 5人のみでした16）。宮城本部は中
央本部から厚生労働省に働きかけて、同省は 3月末に応募通達を発しました。結局、各県
の救援本部などを通じて全国から82名の通訳者が一週間ずつ交代で沿岸地域の市町村に配
属され、避難所などで活躍するようになりました。
宮城本部では、ろう者、聴者を合わせて10人のスタッフしかいませんでしたが、全国各
地から応募してきたボランティアをことごとく断ったのです。震災後の 2週間の間に、行
政的な取り組みがほとんどなく、被災ろう者の安否確認、避難所生活への緊急支援で本部
の手に余ったからだと言います。庄子さんは、生活基盤を宮城県内に持つ86人のボランテ
ィアがそろった2011年 4 月 1 日、本部内にボランティア班17）を立ち上げました。これで、
被災者の自主的取り組みを促しながら、地域レベルの資源を割り当てて、必要に応じて中
央政府まで動かす、という中央・地域本部・被災地をつなぎ合わせた体制が確立されまし
た。
──デフ・コミュニティの再建に向けて
ストレスは被災ろう者にとって恐ろしい敵でした。これはデフ・コミュニティの崩壊と
聴者社会の同調圧力からくるものでした。庄子さんが言うには、避難所や仮説住宅では、
ろう者が「挨拶もしないし、話しかけても返事をしない不躾な人だ」と映ったり、「周りの
人々と違う行動をしてしまったら、白い目でみられたり」ということがしばしばあったそ
うです。ろう者たちの共通の願いは「手話で必要な情報交換ができる場」「手話で自由に話
せる場」、手話で自己承認もできる場ということでした。
そのために中心となったボランティア班は、やはり手話の交流の場の「お話ボラ」でし
た。これがすぐに「おしゃべりサロン」に展開しました。細谷さんが紹介してくれた仙
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台・メディアテークの語り合いの場「考えるテーブル」と似ている発想に基づいたもので
した。おしゃべりサロンは県内の各地に広がり、東京などのデフ・コミュティの芸能人や
文化人が次々とゲスト・スピーカーとして誘われ、「復興イベント」も企画されました。南
雲さんの報告にあるように、ゲストの中に庄﨑さんと南雲さんもいました。
震災以前はデフ・コミュニティと聴者社会をつなぐ役割も果たしていたろう者と聴者の
手話サークルの多くが、震災後は成立しなくなり、ろう者同士も、ろう者と聴者同士も、
大事な社会的・文化的交流の場を失ったのです。庄子さんによると、2011年 6月から2012
年 3月まで、7つのおしゃべりサロンが被災地に開催され、それぞれは80人から103人もの
ろう者やその周囲の人たちを引き寄せたそうです。そのため、今になって、被災地におけ
るデフ・コミュニティがろう者主体で復興しつつあり、県内のろう者・聴者の交流も以前
より活発になっています。復興活動は新しい段階に入ったと言えるでしょう。
庄子さんは、宮城本部はこのほぼ 2年間、他の「障害」者グループとさまざまな関係を
結んできたと指摘しています。震災直後、支援スタッフが安否確認のために避難所を巡回
する中で、多くの外国人に出逢いました。ろう者と同様に、平時に「情報弱者」だった人
びとが震災直後に「被災弱者」に生まれ変わったのです。ここにはともに対応しなければ
ならない共通の課題があると、庄子さんは考えています。
一方、ろうあ協会の他に難聴協会もあり、視覚「障害」者や身体「障害」者などの団体
の窓口も存在します。震災直後、全国組織のJDF（日本障害者フォーラム）は東京に「JDF東
日本大震災被災障害者総合支援本部」を設置し、仙台に「JDFみやぎ支援センター」を設置
しました。同センターは、よりそい相談、同行支援、ボランティア活動などを営みながら、
団体間の調整役も担っており、多くの支援グループがここを通して交流や情報交換を行な
うようになったそうです。庄子さんは、今までの支援経験を整理するなかで、復興に向け
て、異なった「マイノリティ」同士の間のより有効で、しかも緩やかな協力体制づくりが
いっそう大切になるだろうと考えています。
──もう一つの「障害」者主体─「被災地みやぎ」の取り組み
2012年 8月に私はもう一つの支援団体、「被災地障がい者センターみやぎ」（被災地みやぎ）
を訪ねて、菊池正明さんのお話を聞きました。被災地みやぎは、「CILたすけっと自立生活
センター in 仙台市」（CILたすけっと）の管轄下におかれました。CILたすけっとは1995年
に開設された、「JIL 全国自立生活センター協議会」（東京）の宮城支部です18）。現在、全国
で130以上のCIL支部があり、それぞれが強い自立心をみせています。
2011年 3月13日にJIL全国協議会は関西の「ゆめ風基金」とともに「東北関東大震災障害
者救援本部」を発足し、4月12日に被災地みやぎが設置されたのです19）。震災の発生から2
週間、安否確認から物資の緊急調達まで「国からの障害者支援は、施設にすら全く届かな
かった」20）状態が存在しました。そのなかで、JILは、被災地みやぎなどから緊急要求（呼吸
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器用の発電機のためのガソリン、介助者の緊急派遣、医療品の調達、資金募集等々）を引き受け
て、全国福祉機関や政府と交渉して、自らの供給回路を開拓しました21）。末端レベルでは、
被災地みやぎは被災現場のニーズを図りながら、避難所巡回、同行支援、物資提供、調査
などの救援活動に取り組みました22）。
被災地みやぎは、脳性マヒなどの肢体「障害」者が中心に、15人の「障害」者と 5人の
「健常」者で運営されています。代表者は車イスを利用する及川智さんです。菊池さんは
「健常」者で、12年間つとめており、事務局次長です。細谷さんが関わっている「わすれ
ン！」の『障がい者グラフィティ』シーリズには及川さんたちがよく出てきます23）。
被災地みやぎの特徴は、スタッフや全国から集まった400人以上のボランティアが約600
人の「被災弱者」の多様なニーズに応えようとしたところです。菊池さんたちは避難所な
どで聴覚や視覚「障害」者に出逢って、そのニーズを当該支援団体に伝えることが多かっ
たようです。「我々が病院と協力して、調査をやりながら、難聴者に補聴器の電池を届けた
り、盲学校と関係もあって、［生徒を］案内したり、白杖を渡したり、というサポートもし
た」と。
スタッフは仙台近辺に顔が広く、震災前からさまざまなグループとの協力関係がすでに
できていたそうです。そのきっかけは2005年の自立支援法をめぐる「障害」者運動でした。
菊池さんは次のように説明しています。「知的障害とか、発達障害、精神障害との人たちと
は、実行委員会を立ち上げてより良い生活環境を整えていこうということで、話し合うテ
ーブルを設けたので、つながりがありました」。仙台では、このような関係をベースに救援
活動がスムーズに進められてきたようです。
──「復旧」ではなく、「復興」へ
被災支援が震災から 2年目を迎えようとしている今日、さまざまな「被災弱者」が「復
旧」ではなく、復興に向けて「新生」を望んでいるとみることができます24）。阪神大震災
後、被災「障害」者は震災前の状況へ戻るのに強い抵抗を示しました25）。菊池さんたちも、
同じように考えています。震災前に、宮城県の海岸部では、「障害」者への基本サービスが
少なかったと言います。南三陸では、人口の17,000人のうちに約1,000人が「障害」者です
が、一般サービスを受けていたのは30人程度で、ホームヘルプだと、2〜 3人だけでした。
JIL会長の中西さんも、罹災家族であれば、福祉サービスの存在でさえ知らなかった「障害」
者は、行政サービスを受けるしかないと指摘しています26）。
菊池さんいわく、
コミュニティが一度壊れたので、新しい目標を持って誰もが暮らしやすい環境を作っ
ていくことです。元の町は、障害者も外国人も暮らしにくかったです。弱い者が日頃
から置き去りにされることなく、一緒に歩んで行ける社会にならなくちゃいけないん
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じゃないかと。そうすれば、電車の掲示板だって、道路標識だって、分かりやすくな
るし、外国人だけでなく、言葉をうまく取得していない知的障害の人たちも救われる
かもしれない。
復興というのは、「マイノリティ」自身が担わなければならないと菊池さんが言います。
「息の長い支援はボランティアに頼るのではなく、地元の人たちで自立した支援を行なって
行こうという取り組み」が必要だと。
ウチは障害者が中心となって活動しているので、それを見て他の障害者も、支援され
るだけではなく、支援する側に立つこともできるんだという意識は生まれつつありま
す。私たちは当事者運動を根づかせようとしています。障害者自身は自らの地域にお
いてこれほど多くの障害者が暮らしていることを知って、支援のノウハウを伝えたく
なるだろう。それが軌道に乗っていくことが、町の復興にもつながると思います。
実際、そのような動きがすでに見受けられます。2011年 5月に被災地みやぎ県南支部と
北支部が開設され、8月に被災地いわて大船渡の支部、10月に被災地みやぎ県石巻の支部、
12月に被災地いわて県宮古の支部も設置されました。こうして、「障害」者自身がボランテ
ィア活動をし、被災地に根を深く下ろして、強い基盤をつくっていこうとしています。同
時に被災地みやぎは地方行政に圧力をかけつつ、JDF（日本障害者フォーラム）や福祉機関
の全国組織を通して、政府の関係省庁に対してもロビー活動も行なっています。菊池さん
たちは、すでに「内閣府の方にも来てもらい、改善策を検討してもらったりして」いるそ
うです。
さらに菊池さんは、被災地の現場から、もう一つの「下」からの試みを紹介しています。
復興にむけて「被災弱者」における内部の境界線を乗り越える取り組みも見うけられる、
ということです。たとえば、外国人と「障害」者、高齢者を結ぶ動きです。気仙沼などの
沿岸部では、フィリピン人女性が震災で水産業関係の仕事を失い、キリスト教系NGO・
NPO団体の緊急プログラムでヘルパーの資格を取得し、「障害」者と高齢者の生活補助に取
り組んでいます。支援団体は全国組織を通してこの動きを促していますが、その原動力は
現場のフィリピン人コミュニティにあります27）。ディスカッションでは、在日外国人とキ
リスト教系の支援体制について改めて触れます。
── 希望の復興へ
宮城本部のろう者の取り組みと同様に、被災地みやぎも、強固でしかも弾力性を持った、
被災地、地域、全国組織を連結させる三段構えの体制を確立しています。結論を先に言い
ますと、復興は、被災地の現場、その緊急ニーズへの迅速な対応や自己実現能力の尊重か
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ら始まりますが、これもまた、被災者と支援者の関係のあり方によって大きく変わってく
ると思います。復興の原点の一つはここにあると言えます。そうでなければ、地域・地方
レベルでの調整・連携活動や政府・行政を動かせる全国的体制の介入は無効となり、最悪
の場合、逆効果をもたらしかねないのです。
ここで、遠藤さんと細谷さんの問題提起に戻りましょう。遠藤さんの「支援の縦割り」
を乗り越えた「柔らかい」救援モデルは、仙台での経験を踏まえて全国組織に展開して、
政府や行政の管理・監視と資金的援助という外部の力に頼っているかのように見えます。
それに対して、細谷さんの内発的でローカルな営みは、面と向かった「語り合う」「支え合
う」パーソナルな関係に基づいており、正反対のものに思えます。しかし、この二つのオ
リエンテーションが必ずしも相克しているわけではないと考えることもできます。むしろ、
双方は、一つのプロセスの両極にあるという可能性に留意しなければなりません。
阪神大震災の支援体制を研究している佐藤恵の分析が双方の立場のつなぎ方を示唆して
います。佐藤は、阪神大震災の教訓の一つとして、支援「センターの活動の主眼は、制度
的規制に縛られず、障害者との『支え合い』を実現していくことにある」28）と書いています。
そこで、被災当事者と支援者が対等な関係を築きながら、「隙間」を発見していきます。
「制度の枠内の事業者役割と、制度の枠外のボランティア役割という、複数の多元的現実
（multiple realities）を同時に生きる技法は、『混在』と呼ばれ」29）、そして、支え合いを志向し
ながら、「混在」の延長線に「市民の共感」を喚起して行政を巻き込み、「下」から上述し
た「弱連結ネットワーク」をつくっていく、という構想です30）。
いうまでもなく、その中にも、支援関係を横切るジェンダー、セクシュアリティやエス
ニシティにまつわる諸問題もたえず横たわっており、自覚と覚悟と有効な対応への模索が
不可欠です。これらもまた、「外」の社会のみならず、支援体制の内なる取り組みにおいて
も、遠藤さんと竹信さんが切実に示しているように、「希望の復興」の最低必要条件であり、
もう一つの原点でもあります。
8月に仙台で、ろう者支援、「障害」者支援、外国人支援の活動を営んでいる方々からさ
まざまなお話をうかがったのですが、次の二点のおいて、全員の意見が一致しました。こ
れから復興が本格化していく中で、各支援体制における現場・地域・全国レベルの間に生
じてきた矛盾と「マイノリティ」同士の共通点と課題を整理しすること、今後に向けて相
互理解と横のつながりを固めていくこと、の二点です。
《注》
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